
事業概要 【閲覧型電⼦書籍サービス導⼊事業】

実施地域 ⾼知県 事業費 47,088千円

実施主体 ⾼知県 ⼈⼝ 675,120⼈

事業概要
オーテピア⾼知図書館（⾼知県と⾼知市が共同運営する図書館）において、コンテンツを横断した本⽂の検索
や、スマートフォン向けのアプリによる利⽤ができる閲覧型電⼦書籍サービス「KinoDen」を新たに導⼊することによ
り、デジタル技術を⽣かした効果的で効率的なサービスを拡充し、⼀定のインターネット環境がある地域に居住する
県⺠が、暮らしやビジネスの中で⽣じる課題の解決に役⽴つ情報を、いつでも、気軽に収集できる環境を整備する。

具体
サービス

閲覧型電⼦書籍サービス「KinoDen」の特⻑を⽣かし、
県⺠の暮らしやビジネスの課題解決に活⽤できる学術書、
専⾨書等のコンテンツ
を中⼼に購⼊し、
閲覧サービスに供する
ことで、県⺠が、県内
全域でデータベースの
ように利⽤できる
サービスとして提供
する。

【電⼦書籍
コンテンツ購⼊数】
• 約4,000冊

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①閲覧累計数
②個⼈利⽤者に対するMyライブラリ（インターネット・
サービス）のパスワード発⾏率

③県⽴学校⽣徒等のアクセス回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度



事業概要 【⾼知県版MaaS推進事業】

実施地域 ⾼知県中⼟佐町 事業費 53,330千円

実施主体 高知県 ⼈⼝ 691,527⼈

事業概要
・マイナンバーカードを使って資格確認及び公共交通（路線バス）の乗降改札ができるようにし、利⽤者の
利便性向上とデジタル化による事務負担の軽減を図る。
・中⼟佐町の取組をデジタル化することにより、県内の他の⾃治体においても同様の取組が実施できるようにする。

具体
サービス

【マイナンバーカードを活⽤した路線バスの乗降改札
サービス】
①中⼟佐町在住の65歳以上の⽅で、バスパス事
業の利⽤を希望される⽅のマイナンバーカードに
カードAPとして利⽤者IDを付与

②路線バスに積載したカードリーダーで利⽤者IDを
読み取り、乗⾞⼜は降⾞時刻とともに記録

③⾞内GPSの記録と②の記録から 「誰が、どのバ
ス停で乗降したか、その運賃はいくらか」のデータ
を整理

④③のデータを基に中⼟佐町と路線バス事業者
の間で清算

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①乗降改札システムの完成

【アウトカム指標（成果指標）】
①「整理券に⽐べ、利便性が向上した」と答える利
⽤者の割合

②65歳以上の中⼟佐町⺠のマイナンバーカード普及率



事業概要 【デジタルツインによる新たな⾏政サービスの実施】

実施地域 ⾼知県 事業費 80,211千円

実施主体 ⾼知県⼟⽊部技術管理課 ⼈⼝ 675,120⼈

事業概要

現実空間の建物・道路・地形等をコンピュータ上の仮想空間に精密に再現したデジタルツインは、防災分野等に
おいて、様々なシミュレーション等を現実空間と同じ条件で容易に実施することが可能である。
このため、デジタルツインを⽤いた河川の氾濫浸⽔などの３次元ハザードマップの提供を⾏い、県⺠の防災意識の
向上を図るとともに、河川や砂防施設の点群データを今後の点検作業や維持管理に活⽤するなど、新たな⾏政
サービスを開始する。

具体
サービス

・既存の地形データや洪⽔時の浸⽔データなどを、３
次元の仮想空間で統合し、浸⽔状況等の可視化で
きるハザードマップを作成、誰もが分かりやすい３次
元ハザードマップを提供
・３次元地形データを⽤いて、河川や砂防施設の緊
急点検や維持管理に３次元データを活⽤。施設管
理の効率化・⾼度化を図ることにより、県⺠の安全・
安⼼を確保
・このような取り組みにより、河川の氾濫や⼟砂災害
から逃げ遅れることがないよう、地域住⺠に災害によ
るリスクをリアルに伝え、防災意識の向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①３次元ハザードマップの閲覧数

【アウトカム指標（成果指標）】
①３次元ハザードマップの分かりやすさと防災意識の向上
②建設業の事業継続計画（BCP)への活⽤

浸水深
Befor(２次元) After(３次元)

土石流



事業概要 【デジタル×健康づくり・医療提供体制の強化】

実施地域 ⾼知県内 事業費 33,760千円
実施主体 ⾼知県、⾼知県内の医療機関等、（⼀社）幡多医師会 ⼈⼝ 675,120⼈

事業概要

【デジタル×健康づくり】
⾼知県では、健康寿命の延伸を⽬標として、アプリを活⽤した健康づくりのプラットフォームを運⽤している。新たに市町村・保険者及び事業所等がアプリ
を運⽤できる仕組みを導⼊するとともに、アプリ機能を活⽤したがん検診（特定健診）等の受診勧奨の実施とWEB予約等のデジタル化に係る経費を補
助（市町村対象）することで、市町村のデジタル化や事業所の健康経営の取組を促進し、県⺠の健康づくりをさらに盛り上げていく。
【デジタル×医療提供体制の強化】
はたまるねっと（既存の医療情報連携ネットワーク）の患者認証にマイナンバーカードを導⼊して利便性を⾼めるとともに、質の⾼い診療につなげる。

具体
サービス

【健康づくり推進キャンペーン実施委託事業】
■市町村・保険者及び事業所等がアプリを運⽤できる仕組みを導⼊
【がん検診受診促進事業費補助⾦（デジタル化枠）】
■がん検診や特定健診のWEB予約システム等のデジタル化に係る経費を⽀援
■医療へのアクセスが不利な地域の医療提供体制の強化につなげる
【地域医療介護連携ネットワークシステム導⼊促進事業費補助⾦】
■医療機関等におけるマイナンバーカードとはたまるねっと専⽤ICカードの紐付け
にかかる取組に必要な経費に対して、補助による⽀援を実施

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①健康パスポートアプリダウンロード件数
②がん検診、特定健診のWEB予約の件数
③マイナンバーカードとはたまるねっと専⽤ICカードの紐付け件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①健康パスポートアプリ利⽤者の利⽤満⾜度
②がん検診、特定健診の受診率
③はたまるねっと登録患者数



事業概要 【緊急物資配送⽤ドローン運⾏管理システム構築業務委託】

実施地域 ⾼知県全域 事業費 57,453千円

実施主体 ⾼知県 ⼈⼝ 675,120⼈

事業概要
⾼知県は、県⼟の84％が森林で占めており、例年、台⾵や豪⾬によって孤⽴地域が発⽣している。
このため、緊急物資（医薬品・⾷料）を防災ヘリや⾃衛隊ヘリで配送する際に、被災地や⾶⾏ルート上の視界
不良やヘリポートの有無によって、物資配送に時間を要する場合がある。
このことから、緊急物資配送⽤ドローンを整備することで、迅速な物資配送の体制を整え防災⼒の強化を図る。

具体
サービス

【緊急物資配送⽤ドローン】
・孤⽴地域への緊急物資の配送

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①緊急物資配送の実動回数
②オペレータ養成〜操縦者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①訓練に参加した⾃主防災組織（住⺠）の満⾜度

避難所等物資拠点等



事業概要 安芸市デジタル化推進事業（①窓⼝閲覧システム等導⼊事業）

実施地域 ⾼知県安芸市 事業費 27,929千円

実施主体 ⾼知県安芸市 ⼈⼝ 16,259⼈（R4.12.1時点）

事業概要

現在、固定資産に関する相談では、市⺠における登記情報の収集や物件場所の特定に要する負担感がボトル
ネックとなっている。本デジタル技術を活⽤したシステム導⼊によって、窓⼝サービスの標準化及び固定資産情報の
効率的な情報収集が可能となり、市⺠の窓⼝における負担解消につながる。併せて、システム利⽤者へ満⾜度
調査を実施する際、空き家物件整理の意識啓発を図り、空き家や空き地の情報収集・利活⽤に向けて取り組む。

具体
サービス

窓⼝閲覧システム等導⼊事業

• 登記履歴管理システムにより、登記履歴の更新
頻度の向上

• 窓⼝閲覧システムにより、窓⼝サービスの標準化
及びリアルタイムな固定資産情報の収集及び効
率性の向上

• 上記システムによる市⺠利⽤者の利便性向上

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・窓⼝⽀援システムの利⽤回数

【アウトカム指標（成果指標）】
・窓⼝閲覧システムを利⽤した⼈の満⾜度
・空き家・空き地の解消率

●相続等により、
物件場所や情報が不明瞭

登記情報の
リアルタイム性

物件情報の
検索性向上

窓⼝サービス標準化による
相談者の負担解消

相談窓⼝での負担解消

登記履歴管理システム窓⼝閲覧システム

本
市
課
題

課
題
の
要
因

導
⼊
サ
ビ
ス

導
⼊
効
果

実
現
⽬
標 ●間接的ではあるが、空き家・空き地の利活⽤を促進する

●市⺠相談者の利便性向上及び窓⼝相談に係る負担の解消
●登記情報のリアルタイム性を継続し、市⺠相談へ即時対応可能

●相談窓⼝での⼿続きが負担

空き家・空き地の情報不⾜



事業概要 安芸市デジタル化推進事業（②広報あきデジタルアーカイブ化事業）

実施地域 ⾼知県安芸市 事業費 13,761千円
実施主体 ⾼知県安芸市 ⼈⼝ 16,259⼈（R4.12.1時点）

事業概要
昭和34年頃から発⾏し、紙ベースで保存している市広報紙（広報あき）について、デジタルアーカイブ化し、単な
る「記録」から、市の「資産」として、市⺠や全国から閲覧できる状況を実現する。デジタル化したデータは郷⼟教育
等で活⽤し、情報活⽤能⼒の⾼い⼈材の育成につなげる。

具体
サービス

広報あきデジタルアーカイブ化事業

• 紙ベースで保管している広報紙の⽋損リスク解
消及びオープンデータによる利⽤者の利便性向
上

• 膨⼤な情報に対する検索性の向上
• デジタル化により教育分野等での活⽤が容易と

なり、⼦どもたちの郷⼟愛の育成につなげる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル広報あきの閲覧件数
②デジタル広報あきを活⽤した安芸市内⼩中学校
授業時数（⼈）

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル広報の満⾜度

本
市
課
題

導
⼊
サ
ビ
ス

導
⼊
効
果

実
現
⽬
標

市史を記した重要な資産
であるが、劣化が進む

災害等による
消失リスク

検索性が悪く
活⽤しづらい

広報あきデジタルアーカイブ化

劣化した広報紙
の復元保存

検索性の向上及び
教材として利⽤可能

デジタル化による
消失リスクの回避

●本市史を安全に恒久的保存するとともに、検索性の向上を図る。
●児童・⽣徒へのデジタル教材として活⽤でき、郷⼟教育を展開。
●オープンデータ化し、全国誰もが検索・閲覧可能になる。



事業概要 【証明書コンビニ交付事業】

実施地域 ⼟佐市 事業費 14,901千円

実施主体 ⼟佐市 ⼈⼝ 26,370⼈

事業概要
地⽅公共団体情報システム機構が提供する⾃治体基盤クラウドシステム（BCL）を活⽤した住⺠票及び印鑑
証明書のコンビニ交付サービスを実施する。あわせてマイナンバーカードを活⽤した窓⼝証明交付システムを整備す
ることによって、証明交付業務のデジタル化推進を図る。

具体
サービス

【証明書コンビニ交付サービス】
⾃治体基盤クラウドシステム（BCL）を活⽤した住
⺠票及び印鑑証明書のコンビニ交付サービスを実施
することによって、デジタル化の推進と住⺠の利便性
向上を図る。
また、コンビニ交付サービスとあわせてマイナンバーカー
ドを活⽤した窓⼝証明交付システムを整備することで、
デジタル化の推進と住⺠の利便性向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①証明書年間交付件数におけるコンビニ交付件数の⽐率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの普及及び⾏政デジタル化の進捗
②
③



事業概要 健康（運動）アプリを活⽤した「とさ健康応援プロジェクト」

実施地域 ⾼知県⼟佐市 事業費 1,940千円

実施主体 ⾼知県⼟佐市 ⼈⼝ 26,370⼈

事業概要 健康（運動）アプリを活⽤した「とさ健康応援プロジェクト」

具体
サービス

健康（運動）アプリを活⽤した「とさ健康応援プロジェク
ト」
・健康（運動）アプリを活⽤した健康づくりの推進
・スポーツ実施率の低い働く世代・⼦育て世代も楽しみな
がら運動や健康づくりに取り組む。
・【運動アプリの活⽤/チャレンジdeヘルスupウォーキング事
業】
・ウォーキング等の運動活動をスマートフォンアプリで「⾒え
る化」し、協⼒店舗で利⽤可能なポイントを付与する。
・インセンティブを設けることで、運動習慣の定着や健康づ
くりを推進する
【とさ健康応援隊事業】
・⼦育て世代からの健康意識づけや事業活動の活性化
・とさ健康応援隊の養成、地区別ウォーキングコースづくり
【とさ健康フェスタの開催】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①運動アプリインストール数の増加
②本事業参画企業数の増加

【アウトカム指標（成果指標）】
①参加者の歩数⽬標値成功率の増加
②参加者のうち週2回以上運動している⼈の割合の増加
②健診受診率の増加



事業概要 【校務系・学習系ネットワークの統合、ICT教材の活⽤】

実施地域 ⾼知県⼟佐市 事業費 15,683千円
実施主体 ⾼知県⼟佐市 ⼈⼝ 26,370⼈

事業概要 校務系・学習系ネットワークの統合、ICT教材の活⽤

具体
サービス

【校務系・学習系ネットワークの統合】
・校務と学習を1台のPCから接続可能。
・学習系データと校務系データの連携により、年次更
新作業等の事務負担を軽減し、⼦どもと向き合う時
間を創出する。
【ICT教材の活⽤】
・⼦供と向き合う時間を活⽤し、AIドリルを導⼊し、
個別最適化された学習を推進。児童⽣徒⾃ら把握
し効果的に進めていく。
・AIドリル、デジタル教科書、授業⽀援システム等
ICT教材を活⽤し、学習状況や学習⽅法を児童⽣
徒⾃ら把握し、効果的に学習を進めていく。
【ICT技術⽀援員の活⽤】
・学校内における校務系と学習系ネットワークの統合、
ICT教材の活⽤を推進するため、ICT技術⽀援員を
派遣し、教員及び児童⽣徒の⽀援を⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①校務⽀援システムログイン率（⽉平均）対前年
⽐３％増
②児童⽣徒の1週間あたりAIドリル活⽤率100％
③ICT技術⽀援員が学校を訪問し、⽀援した⼈数
対前年⽐5％増

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼩学校児童国語・算数偏差値 対前年度⽐3％増
②中学校⽣徒国語・数学偏差値、対前年度⽐3％増
③利⽤満⾜度について、児童⽣徒及び保護者対象のう
ち６０％以上が満⾜



事業概要 【EHRによる⾼度医療機器共同利⽤の効率化と推進】

実施地域 ⾼知県⼟佐清⽔市 事業費 22,110千円（税込）

実施主体
⼀般社団法⼈ 幡多医師会、⼟佐清⽔市、地域医療連携推進
法⼈清⽔令和会、医療法⼈聖真会渭南病院、株式会社パシ
フィックメディカル

⼈⼝ 12,306⼈
（令和４年12⽉1⽇現在）

事業概要
地域の医療機関が参加する幡多EHR「はたまるねっと」に「⾼度医療機器共同利⽤」の機能を実装し、検査医療
機関の電⼦カルテの予約枠との連携や、「はたまるねっと」を介した検査画像の共有・参照を可能とすることで、機
器の共同利⽤時の医療現場の負担軽減といった課題を解決する。これにより、医療資源の有効活⽤推進とともに、
市⺠への持続可能な医療提供における体制強化を実現する。

具体
サービス

【幡多EHR「はたまるねっと ⾼度医療機器共同利⽤」】
• EHR「はたまるねっと」は、同意をいただいた患者のデー

タをクラウドにアップし、他の病院・診療所・薬局・介護
事業者が有するデータと統合するシステムであり、統合
したデータは来院時、救急搬送時、災害時などに閲覧
することができ、適切な医療を効率的に提供することに
役⽴てることができる

• 本事業で新たに当システムを活⽤したインターネットから
の「⾼度医療機器共同利⽤」予約（医師予約・検査
のみ予約など）や、検査依頼元医療機関への検査結
果画像の共有・参照等を可能とする

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン検査予約数
②検査画像等のデータ共有割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満⾜度（患者）
②サービスの満⾜度（医療機関）
③抑制できた設備投資額

病 院

病 院

診療所

診療所

病 院



事業概要 【市公式ホームページLINE連携機能導⼊】

実施地域 ⾼知県四万⼗市 事業費 803千円

実施主体 ⾼知県四万⼗市 ⼈⼝ 32,496⼈

事業概要
・市公式ホームページと市公式LINEを連携、LINE絞り込み配信（セグメント配信）の実装により、市はホーム
ページの更新内容の情報発信を⾏い、受け⼿は欲しい情報の取得が可能となる。
・これまでの⼀⻫配信による⾃分に関係のない情報が届くことの煩わしさ、欲しい情報は検索して取得していたもの
が、配信カテゴリを受信設定することで欲しい情報が届き、詳細情報の確認がピンポイントで可能となる。

具体
サービス

【LINE絞り込み配信（セグメント配信）サービス】
・市公式ホームページCMSオプション機能LINE連携
機能実装
・LINE絞り込み配信（セグメント配信）機能実装

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①LINE絞り込み配信（セグメント配信）発信数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利⽤者の満⾜度（アンケート調査）
②市公式LINE友だち登録者数
③市公式ホームページアクセス数



事業概要 【クラウド型被災者⽀援システム導⼊事業】

実施地域 ⾼知県四万⼗市 事業費 1,114千円

実施主体 ⾼知県四万⼗市 ⼈⼝ 32,496⼈

事業概要
J-LISが提供するクラウド型被災者⽀援システムを導⼊し、⾃宅や遠隔地からオンラインで罹災証明書の発⾏申
請を可能とする。また、罹災証明書等をコンビニエンスストアで交付可能とすることで、住⺠サービスの向上を図る。
防災関係業務（罹災証明書の発⾏等）において、本システム導⼊後は、住⺠情報が⾃動連携されるため、
職員の運⽤負担の軽減が図れる。また、クラウド型のため、市庁舎が被災した場合も、業務の継続が容易である。

具体
サービス

【クラウド型被災者⽀援システム】
J-LISが提供するクラウド型被災者⽀援システムを導
⼊し、⾃宅や遠隔地からオンラインで罹災証明書の
発⾏申請を可能とする。また、罹災証明書等をコン
ビニエンスストアで交付可能とすることで、住⺠サービ
スの向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①災害時における、罹災証明発⾏申請のオンライン
利⽤割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①職員の負担軽減
②利⽤者満⾜度



事業概要 【デジタル道路マップによるICT町づくり事業】

実施地域 ⾼知県東洋町 事業費 21,890千円

実施主体 ⾼知県東洋町 ⼈⼝ 2,186⼈（令和4年12⽉１⽇）

事業概要
本事業では、町のベースレジストリとして共通基盤データを作成します。共通基盤データ上には、道路台帳図や航
空写真等のインフラ資産に関する情報、ハザードマップ等の防災情報を搭載します。庁内外のGISを連携させ⾏
政情報のプラットフォームとして、効率的により多くの暮らしの情報を配信することで、従来の窓⼝閲覧等における問
合せ時間や来庁機会などの町⺠負担を軽減し、町⺠サービスの向上を図ります。

具体
サービス

■道路台帳図電⼦化
• 道路台帳図の電⼦化
（共通基盤データの整備）

■道路台帳管理GIS
• 道路台帳図等管理のプラットフォーム構築
（道路台帳図・調書の⼀元管理）

■公開型GISを利⽤した住⺠への情報公開
• 認定路線の公開
• 道路幅員、路線種別などの情報掲載
（問合せ時間や来庁機会の軽減）

• ハザードマップ情報の公開
• 観光施設等の公開

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISのアクセス件数
②公開型GISの搭載コンテンツ数

【アウトカム指標（成果指標）】
①関係業務に係る窓⼝来庁者数の減少
②ユーザーの満⾜度

既存の道路台帳図（マイラー原図
）

道路台帳管理GIS
デジタル化

インターネット
公開

道路台帳図・調書管理

道路幅員

公開型GIS

道路台帳図
（地図情報レベル1000）

ハザードマップ



事業概要 【スマート窓⼝及びコンビニ交付サービス事業】

実施地域 ⾼知県⼤川村全域 事業費 34,688千円

実施主体 ⼤川村 ⼈⼝ 371⼈

事業概要
当村は過疎⾼齢化の進んだ⼭村です。⾏政職員も２２名という少数で運営しており、⾏政事務の省⼒化、効率
化が課題となっています。
今回課題解決に向けて、スマート窓⼝及びコンビニ交付サービスを導⼊し、窓⼝業務の省⼒化、効率化を図りま
す。

具体
サービス

【スマート窓⼝及びコンビニ交付】
JーLISのコンビニ交付サービスを採⽤し、全国のコン
ビニから住⺠票・印鑑証明の発⾏（取得）を可能と
します。
スマート窓⼝システムを構築することで、来庁される
住⺠が欲しい証明書の発⾏まで⾏っていただける環
境を構築します。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①スマート窓⼝システムの利⽤率
②コンビニ交付サービスの利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①スマート窓⼝システムによる窓⼝時間の短縮
②コンビニ交付サービスの利⽤者満⾜度

＜スマート窓⼝及びコンビニ交付＞



事業概要 【スマート窓⼝システム構築】
実施地域 ⾼知県いの町全域 事業費 69,289千円
実施主体 ⾼知県いの町 ⼈⼝ 21,488⼈

事業概要
窓⼝⼿続きにおいて、要する時間が最⼤で120分、平均でも30分を超える⼿続きが多くみられ、⼿続き時間の短縮が課題となっている。また、当町の
⽀所や出先機関の中には、本庁から⽚道60分を超える⽴地にある個所もあり、⼿続書類の決裁のため、職員が⼀部不在になる状況である。これらを
解消するため、証明書発⾏機設置、「スマート窓⼝」のシステム構築を⾏い、⼿続きに要する時間短縮と同時に、「電⼦承認システム」の構築により、決
裁の電⼦化を⾏う事で、職員が移動する時間を無くすことで、住⺠サービスの向上、滞在時間の短縮と業務効率の向上を図る。

具体
サービス

【「スマート窓⼝」を実現するために「異動受付⽀援システム」
の導⼊】
・転出証明書をOCR処理や住⺠複製データを活⽤し、本来
は住⺠が⼿書きにて作成する異動届をシステム上で職員が
作成する。
・異動届作成後、住⺠が必要となる各種⼿続き（住⺠票
等）の申請書に印字する。
・マイナンバーカードの券⾯を読込み申請書等を作成する事で
カード保有の付加価値を付ける
・作成した異動届等を電⼦保管する事で調査、照合に係る
時間を短縮する
・システム標準化を⾒据えIPAmj明朝を使⽤したシステムを
構築する事で字形差異をなくす
【電⼦承認システム】
電⼦決裁システム導⼊によるワークフローの電⼦化
⽂書管理システム導⼊による紙資料削減とセキュリティ向上
電⼦決裁基盤を使⽤した職員のマイナンバーカード利活⽤

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓⼝の利⽤者数
②証明書発⾏機の利⽤者数
③電⼦承認システムを活⽤した申請の電⼦化数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝利⽤者の満⾜度 ②マイナンバーカード新規交付申請率
③転⼊届の操作に要する時間（平均）④証明書発⾏に要する時間（平均）



事業概要 【映像対応情報端末導⼊事業】

実施地域 ⾼知県⽇⾼村 事業費 200,000千円

実施主体 ⾼知県⽇⾼村 ⼈⼝ 4,856⼈（12⽉1⽇現在）

事業概要

⽇⾼村が課題とする情報弱者、交通弱者への情報提供、地域コミュニケーションを映像情報コミュニケーションシス
テムを導⼊することにより解消する。具体的には、インターネットができない⾼齢者宅等に映像対応情報端末を設
置し、テレビ、専⽤端末を利⽤した解りやすい情報配信、アンケート。テレビ電話を活⽤した遠隔での地域コミュニ
ケーションを実現する。また、防災アプリを利⽤してスマホにも情報配信することにより、現状の告知システムでは、課
題であった、屋外、エリア外、停電時での情報⼊⼿を実現。それにより、いつでもどこでも誰でも情報が⼊⼿できる
環境を整え、“誰⼀⼈取り残されないまちづくり”を実現する。

具体
サービス

※現在、村内全域に構築されている光通信網を活
⽤して、既存の⾳声ベースの告知放送システムに映
像による情報配信・収集ができるよう機能アップする。
また、防災アプリによるスマホへの情報配信も実現し
安定かつ幅広い利⽤シーンでの情報伝達・収集を
実現する。
＜実施予定の機能・サービス＞
• 映像対応告知放送
• 遠隔コミュニケーション（テレビ電話）
• 情報弱者への地域情報配信・収集

※災害情報、ゴミの収集、イベント情報 他
※住⺠アンケート
※情報弱者へのマイナンバーカード申請⽅法等

・ 防災アプリによるスマホへの情報配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①住⺠への映像情報つきの放送発信回数
②テレビ電話・域内電話の利⽤回数
③防災アプリのダウンロード数

【アウトカム指標（成果指標）】
①情報弱者・交通弱者への住⺠アンケート
②防災アプリ利⽤者へのアンケート



事業概要 【四万⼗町 書かないワンストップ窓⼝事業】

実施地域 ⾼知県四万⼗町 全域 事業費 11,541千円

実施主体 ⾼知県四万⼗町 ⼈⼝ 15,800⼈（R4年12⽉1⽇時点）

事業概要

本年度「四万⼗町情報化（ＤＸ）推進計画」策定。
窓⼝業務フローの⾒直し（BPR）を⾏った上で、北海道北⾒市様・埼⽟県深⾕市様などで運⽤されている「書
かないワンストップ窓⼝」を導⼊することにより、住⺠の⽅にとっては証明書発⾏、異動の届出等について、申請書
等を書かずに⼿続をすることが出来ると同時にバックヤード（役場）においても事務効率化や正確性の向上が図
られるとともにマイナンバーカードの利活⽤促進にも繋がる。

具体
サービス

【書かないワンストップ窓⼝】
• 北海道北⾒市・埼⽟県深⾕市などで運⽤してい
る「書かない窓⼝（ワンストップ窓⼝）」を導⼊し、
窓⼝で住所変更などの⼿続きを⾏う⽅が、マイナ
ンバーカードを利⽤する事で、届出書に記⼊するこ
となく⼿続きができるシステム

• 引っ越しなどに伴い必要となる届出内容を、職員
が窓⼝で聞き取りながらタブレット端末に⼊⼒し、
届出書を作成。作成された届出書を確認をし、
署名をすることで⼿続きができるため、⼿続きにか
かる時間の短縮と、届出書記⼊の負担が軽減さ
れる。また、引っ越しなどに伴い必要となる各種⼿
続き（国⺠健康保険など）の申請書も⾃動的に
作成され、住所などを何度も書く事が不要

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓⼝の利⽤率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①来庁者（窓⼝）滞在時間短縮
②窓⼝利⽤の住⺠満⾜度
③



事業概要 【四万⼗町コンビニ交付】

実施地域 ⾼知県四万⼗町 全域 事業費 9,016千円

実施主体 ⾼知県四万⼗町 ⼈⼝ 15,800⼈（R4年12⽉1⽇時点）

事業概要 住⺠サービス向上および、マイナンバー活⽤促進の為、Ｊ－ＬＩＳが提供する「ＢＣＬ（⾃治体基盤クラウドシ
ステム）コンビニ交付」を導⼊し運⽤する。

具体
サービス

【BCL（⾃治体基盤クラウドシステム）コンビニ交付
（J-LIS）】
• 市町村の庁舎内等に設置された住⺠情報シス

テムの連携⽤データをBCP（業務継続計画）
対策⽤に保管すると共に、連携データから必要
な情報を取り出し、コンビニ交付サービス等の⾏
政サービスや被災者⽀援システムが利⽤できるク
ラウドサービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付の利⽤率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカード交付率
②コンビニ交付利⽤の住⺠満⾜度
③



事業概要 【次世代通信設備導⼊事業】

実施地域 ⾼知県 ⼤⽉町 事業費 110,000千円

実施主体 ⼤⽉町役場 ⼈⼝ 4,591⼈
(令和4年12⽉1⽇現在)

事業概要

現在のIP告知放送システムは、光ケーブル網を活⽤し、役場サーバー使⽤により有効な情報伝達⼿段として
町⺠に裨益を供与し13年が経過した。しかしながら、整備当時と⽐べ格段に進歩した情報ツールにより、本町の
情報伝達⼿段が時代に即していないと判断し、新たな情報伝達⼿段の導⼊に取り組んでいる。今年度は、町
⺠へのスマートフォン普及活動を軸とする中で、⾝体的及び経済的な理由によりスマートフォン移⾏が困難な世
帯に対し告知端末を整備するとともに、将来的なスマートフォンへの移⾏を図る。

具体
サービス

【1. IP告知端末サービス意向調査】
・スマートフォン保有率の調査及びアプリ導⼊の意
向調査を⾏う。
【2. IP告知端末サービス】
・ 新告知端末の更新、設置し、新たに双⽅向性
機能を有する端末により、スマートフォンへストレスの
ない移⾏が⾏えるよう⾮接触型ツールの整備を⾏う。
【3. 拡声⼦局整備】
・ 告知システムと同情報を拡声⼦局に対しても放
送が⾏えるように整備し、いつでもどこでも防災情報
が確認できるように整備を⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①IP告知システム利⽤⽇数
②アプリダウンロード数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利⽤者満⾜度
②スマートフォン普及率
③本事業の新たな施策数



事業概要 【Kuroshio Digitaland構想（第1期︓スマート⾃治体の構築）】

実施地域 ⾼知県⿊潮町 事業費 61,192千円
実施主体 ⾼知県⿊潮町 ⼈⼝ 10,382⼈

事業概要
窓⼝におけるリアル対応において、「スマート窓⼝」の導⼊により「書かせない窓⼝」とし、来庁不要な⾏政サービスに
ついてはスマートフォンからのバーチャル対応として「スマート⾃治体」、「ローコードAPP」の導⼊により「来させない役
場」、「容易な情報交換」を実現することで時間や場所に制約を受けない⾏政サービスを住⺠に提供する。

具体
サービス

【スマホ⾃治体サービス】
●LINE⽤API「GovTech Express」
LINE上にオンライン窓⼝を提供するAPIサービス。様々な様式が作成可能で各
種申請や住⺠から情報提供をスマートフォンから⾏うことができる。
【書かせない窓⼝サービス】
・住⺠に対し、来庁前にライフイベントに係る設問に対し回答頂く事で、事前に必
要な持ち物、担当係名を把握頂くことができる
・転出証明書をOCR処理や住⺠複製データを活⽤し、本来は住⺠が⼿書きにて
作成する異動届をシステム上で職員が作成する。
・異動届作成後、住⺠が必要となる各種⼿続き（住⺠票等）の申請書に印字
する。
・マイナンバーカードの券⾯を読込み申請書等を作成する事でカード保有の付加価
値を付ける
・作成した異動届等を電⼦保管する事で調査、照合に係る時間を短縮する
・システム標準化を⾒据えIPAmj明朝を使⽤したシステムを構築する事で字形差
異をなくす
【ローコードAPPプラットホーム】
●kintone
LINEやkintone⽤各種プラグインと合わせることで、PCやスマホ上で住⺠向け簡
易APPを作成することが可能となる。これにより様々な⼊⼒フォームやデータビューワ
を作成することで、住⺠や地域の各種団体から福祉、防災など各種⾏政情報へ
のアクセスを容易にする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⼿続き操作に要する時間（平均）
②LINE⾃治体による⼿続きの利⽤率
③kintone App経由での連携団体数

【アウトカム指標（成果指標）】
①書かない窓⼝の利⽤者満⾜度
②LINE申請の利⽤者満⾜度
③kintone Appの利⽤者満⾜度



事業概要 【農業集落排⽔施設 クラウド監視設備導⼊事業】

実施地域 ⾼知県幡多郡⿊潮町 出⼝地区、蜷川地区 事業費 12,996千円

実施主体 ⾼知県幡多郡⿊潮町 ⼈⼝ 166⼾（2施設の加⼊⼾数）

事業概要

農業集落排⽔施設の各中継ポンプ場に携帯電話通信網を利⽤したクラウド型通報監視設備を設置し、施設管
理業者及び役場担当者が、施設の異常個所や運転状況を遠隔にて確認できる監視システムを構築する。
これにより、異常発⽣時における復旧作業の効率化が図られ、甚⼤な故障となる事態を回避し、汚⽔の排出⾃
粛など住⺠サービスの停滞を短縮させることにつながる。また、地区の代表者(区⻑等)も施設の状況をその都度⾒
られるようになり、住⺠への迅速な情報提供が可能となる。

具体
サービス

【遠隔監視システム】
・データ閲覧
従来、現地に⾏かなければ⾒られなかった稼働
状況をパソコン、スマートフォン等からクラウド上
で確認できる。また、地区代表者（区⻑等)に
もIDを付与することで、⾮常時にはリアルタイム
で情報共有が可能となる。
・異常通報
異常時には予め設定された送信先にメール、
⾳声等で通知される。データセンターより死活
監視をしているため、停電・故障等でポンプ場
からデータ送信できない際にも通知される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①通報の正常受信率
②異常発⽣から担当者認知までの時間
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①住⺠のサービス満⾜度
②
③



事業概要 【'介護認定調査のデジタル推進】

実施地域 ⾼知県⿊潮町 事業費 6,533千円

実施主体 ⾼知県⿊潮町 ⼈⼝ 10,382⼈

事業概要
モバイル端末を使⽤して調査を⾏い、認定ソフトとの情報連携により、審査会資料の作成の効率化を図る。また、
調査員の経験等による差をなくし、平準化を図るとともに、個⼈情報を取り扱う際のセキュリティを強化する。
審査会に資料提供する時期を早めることで要介護認定結果を早期に通知でき、申請から認定までの期間を短
くすることで介護を受ける必要がある⽅が事業所選択や適正なサービスを検討するための時間をより多く確保する。

具体
サービス

紙の訪問調査票の代わりにモバイル端末を使⽤す
ることで、特記事項の記載レベルの統⼀や記載内容
の⽭盾を防⽌し、時間を有効活⽤して調査票を完
成させる。完成した調査票を認定ソフトにデータ連携
することで、転記ミスを防⽌し、資料作成の効率化を
図り、早期に審査会へ資料提供を⾏う。
調査員の経験等による差をなくし、適正な審査によ
る要介護認定結果を早期に通知する。
調査員の⼈数や経験等に影響されないよう平準
化を図り、データ連携による正確性と効率化によって
早期に認定結果を通知することで、住⺠が安⼼して
介護サービスを受けることができる。

【介護認定調査システム】
・ 訪問調査モバイルV2

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①調査から⼀次判定までの⽇数の短縮
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請から結果通知までの⽇数の短縮
②
③

介護認定審査会

調
査
員

黒潮町介護保険係
①介護認定申請

②認定調査

⑦結果通知

⑤資料
提出

③調査票作成 ④資料作成

（データ連携）

事
務

⑥認定
結果

住
民

サービス
検討

ケアマネ
ジャー

介護サービス

サービス
調整

サービス
利用



事業概要 【保育のICT化事業】

実施地域 ⾼知県幡多郡⿊潮町 事業費 21,471千円

実施主体 ⾼知県⿊潮町 ⼈⼝ 10,382⼈

事業概要
ICTを活⽤した業務⽀援システムの導⼊により、保育所利⽤者の利便性向上を図り、満⾜度の⾼い保育に繋げ
る。保育所と利⽤者の連絡、情報発信等を⼀元化することでリアルタイムに情報共有ができるようになる他、保育
⼠の業務負担軽減も図られるため、質の⾼い保育の提供に繋がる。

具体
サービス

【導⼊保育所】
・佐賀保育所
・⼤⽅くじら保育所
・⼤⽅中央保育所
・南部保育所

【ICTを活⽤した保育サービス】
• アプリ内での保護者による保育所への⽋席連絡
• アプリ内での連絡帳の記⼊・確認
• アプリ内での保護者への⼀⻫連絡

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育ICTアプリのダウンロード累計数
②利⽤者への⼀⻫連絡発信数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保育ICTアプリの満⾜度
②
③



事業概要 【オンライン窓⼝相談サービス】

実施地域 ⾼知県⿊潮町 事業費 5,478千円

実施主体 ⾼知県⿊潮町 ⼈⼝ 10,382⼈

事業概要
住⺠へデジタルサービスを届けるため、デジタルディバイド層へのサポート体制構築が必須となるが、当町内周辺に
は携帯キャリアショップなどのサポート事業者が存在しないため、BPO業者と提携したオンライン相談システムを役場
等の窓⼝に設置し、相談時のサポート対応を実施する。

具体
サービス

オンライン窓⼝相談サービス

・ 福祉施設や役場庁舎内等にタブレットを設置し、
職員でなく、⺠間オペレーターが住⺠対応を⾏う。

・ ⾏政サービスシーンに窓⼝を設ける事で困ったときに⾏政⼿続き
のサポートが可能。

・ ⾏政相談やオンライン申請のサポートが可能で、
専⾨オペレーターが住⺠の⼊⼒サポートを⾏う。

・ 併設されたスキャナーにより、⼿元資料や操作機器画⾯の共有
が可能なため、機器操作や申請⽤紙への記⼊⽀援等が可能。

・ ⺠間オペレーター対応により、住⺠サービス向上に
加えて職員負担の軽減を実現。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン窓⼝への誘導⼈数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①スマホ相談件数
②満⾜度
③

Step1.
住⺠の⽅は画⾯をタップし
その場でオペレータへ接続。

Step2.
書類スキャン・画⾯共有等を通じて
相談や申請が可能。

書類スキャン・
画⾯共有が可能

アイコンをタップするだけで
接続

⼿元をうつすスタンドスキャナー

ヘッドセット

ICカードリーダー

テンキー
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